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第１章 計画策定にあたって 

１－１ 計画策定の背景と目的 

本村では、「障害者自立支援法」の施行に伴い、「市町村障害福祉計画」の策定が義務

付けられたことから、平成 19 年３月に平成 20 年度までを第１期として定めた「川場村障

害福祉計画（第１期）」を策定し、以降、法に基づき３年ごと計画の見直しを行ってきま

した。 

このたび、「川場村障害福祉計画（第 5 期）」及び「川場村障害児福祉計画（第１期）」

の計画期間が令和２年度末で終了することから、令和３年度を初年度とする「川場村障害

福祉計画（第６期）」及び「川場村障害児福祉計画（第２期）」を策定するものです。 

 

１－２ 国の計画策定等に関する基本指針（見直し）のポイント 

①地域における生活の維持及び継続の推進 

○入所等から地域生活への移行について、日中サービス支援型指定共同生活援助により

常時の支援体制を確保すること等により、地域生活を希望する者が地域での暮らしを

継続することができるような体制を確保する旨を記載する。 

 

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を一層推進するため、包括的かつ

継続的な地域生活支援体制整備を今後も計画的に推進する観点により、精神障害者の

精神病床から退院後の地域における定着に関する成果目標を追加する。 

○ アルコール、薬物及びギャンブル等をはじめとする依存症対策を推進することについ

て、基本指針に記載する。 

 

③福祉施設から一般就労への移行等 

○「一般就労への移行」における就労移行支援事業の取組を更に進めるとともに、就労継

続支援の取組も評価していくため、第５期の成果目標を整理・統合する中で、移行者数

の目標値において、就労移行支援の目標を明確化するとともに、就労継続支援Ａ型及

びＢ型についても事業目的を踏まえた上で成果目標を追加する。 

○就労定着支援の更なるサービス利用を促すため、利用者数を成果目標として追加する

とともに、定着率の数値目標については、平成 30 年度報酬改定の内容（就労定着率

（過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数）に応

じた基本報酬）に合わせて設定することとする。 
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○このほか、以下の取組を進めることが望ましいことを基本指針に記載する。 

・農福連携の推進に向けた理解促進及び就労継続支援事業所等への支援 

・大学在学中の学生の就労移行支援の利用促進 

・高齢障害者に対する就労継続支援Ｂ型等による適切な支援及び高齢障害者のニーズに

沿ったサービスや支援につなげる体制構築 

 

④「地域共生社会」の実現に向けた取組 

○引き続き地域共生社会の実現に向け、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むため

の仕組みづくりや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、

地域の実態等を踏まえながら、包括的な支援体制の構築に取り組むことについて、基

本指針に記載する。 

⑤発達障害者等支援の一層の充実 

○発達障害者等に対する支援に関して、ペアレントプログラムやペアレントトレーニン

グ等の支援体制を確保すること及び発達障害の診断等を専門的に行うことができる医

療機関等を確保することが重要であることを基本指針に記載する。 

 

⑥障害児通所支援等の地域支援体制の整備 

○児童発達支援センターについて、地域支援機能を強化することにより地域社会への参

加や包容（インクルージョン）を推進することが重要であることについて、基本指針に

記載する。 

○障害児入所施設に関して、ケア単位の小規模化の推進及び地域に開かれたものとする

ことが必要である旨を記載するとともに、入所児童の 18 歳以降の支援のあり方につ

いて必要な協議が行われる体制整備を図ることについて、基本指針に記載する。 

○保育、保健医療、教育等の関係機関との連携に関して、 

・障害児通所支援の実施にあたって、学校の空き教室の活用等の実施形態を検討する必

要があること 

・難聴児支援にあたって、児童発達支援センターや特別支援学校（聴覚障害）等を活用し

た難聴児支援のための中核的機能を有する体制確保等が必要であること 

を基本指針に記載する。 

○特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備に関して、 

・重症心身障害児や医療的ケア児の支援にあたってその人数やニーズを把握する必要が

あり、その際、管内の支援体制の現状を把握する必要があること 

・重症心身障害児や医療的ケア児が利用する短期入所の実施体制の確保について、家庭

的環境等を十分に踏まえた支援や家族のニーズの把握が必要である旨及びニーズの多

様化を踏まえ協議会等を活用して役割等を検討する必要があること 
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を基本指針に記載する。 

 

⑦相談支援体制の充実・強化等 

○相談支援体制に関して、各地域において検証・評価を行い、各種機能の更なる強化・充

実に向けた検討を行うことが必要であることを記載する。 

 

⑧障害者の社会参加を支える取組 

○障害者の芸術文化活動支援による社会参加等の促進に関して、都道府県による障害者

の文化芸術活動を支援するセンターの設置及び広域的な支援を行うセンターの設置を

推進することついて、基本指針に記載する。 

○読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現のため、視覚

障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律を踏まえ、視覚障害者等の読書環境の

整備を計画的に推進する必要があることについて、基本指針に記載する。 

 

⑨障害福祉サービス等の質の向上 

○近年、障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、改

めて障害者総合支援法の基本理念を念頭に、その目的を果たすためには、利用者が真

に必要とする障害福祉サービス等の提供を行うことが必要であることから、障害福祉

サービス等の質の向上させるための体制を構築することを成果目標に追加する。 

 

⑩障害福祉人材の確保 

○障害福祉サービス等の提供を担う人材を確保するため、研修の実施、多職種間の連携

の推進、障害福祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・

広報等に、関係者が協力して取り組むことが重要であることについて、基本指針に記

載する。 

 

出典：障害保健福祉関係主管課長会議資料（令和２年３月９日） 
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１－３ 計画の位置づけ 

（１）法的な位置づけ 

①障害福祉計画 

障害者総合支援法第 88 条第１項の規定に基づく市町村障害福祉計画で、障害福祉サ

ービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画を定めるもの

です。 

②障害児福祉計画 

児童福祉法第 33 条の 20 に基づく市町村障害児福祉計画で、障害児通所支援及び障

害児相談支援の提供体制の確保に関する計画を定めるものです。 

 

（２）他の計画との関係 

本計画は、村の最上位計画である「川場村総合計画」の分野別計画として位置づけら

れるとともに、「川場村障害者計画」「バリアフリーぐんま障害者プラン（群馬県障害

者計画・群馬県障害福祉計画・群馬県障害児福祉計画）」との整合を図り策定します。 

 

１－４ 計画の対象 

本計画の根拠法（障害者総合支援法及び児童福祉法）では、対象者（障害者及び障害児）

を以下のとおり定義しています。 

○障害者総合支援法 

第４条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者、知的

障害者福祉法にいう知的障害者のうち18歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第５条に規定する精神障害者（発達障害者支援法（平成16年法律第167号）第２条第２項に

規定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」とい

う。）のうち18歳以上である者並びに治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって

政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であって18歳以上であ

るものをいう。 

「障害児」とは、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児及び精神障害者のうち18歳未満である

者をいう。 

○児童福祉法 

第４条 この法律で、児童とは、満18歳に満たない者をいう。 

２ この法律で、障害児とは、身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある

児童（発達障害者支援法（平成16年法律第167号）第２条第２項に規定する発達障害児を含む。）

をいう。 
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１－５ 計画の期間 

本計画は、令和３年度から令和５年度までの３か年とします。 

なお、本計画に定める事項については、定期的に評価を行い、必要があると認めるとき

は計画期間中においても見直しを行うものとします。 

■計画期間 

 平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

障害 

福祉計画 

            

            

            

            

障害児 

福祉計画 

            

            

            

 

  

第２期 

第３期 

第４期 

第６期 

第７期 

第５期 

第１期 
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第２章 障害のある人の状況  

（１）各種手帳の所持者数 

①各種障害手帳所持者の推移 

各種障害者の手帳所持状況をみると、令和元年度末現在、身体障害者手帳所持者が

138 人、療育手帳所持者が 26 人、精神障害者保健福祉手帳所持者が 19 人となってい

ます。 

各種手帳所持者の延人数（※）は、平成 30 年度から令和元年度にかけて増加してお

り、村の総人口に対する割合は、令和元年度末現在 5.61％となっています。 

※重複障害により２種類以上の手帳を所持している場合があり、実人数はこれよりも

少ない。 

 

■各種手帳所持者の推移 
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24 
25 27 
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0
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

精神障害者

知的障害者

身体障害者

人口比率

人口比（％）手帳所持者数(人）



7 

②身体障害のある人の状況（身体障害者手帳所持者数） 

身体障害者手帳所持者は、平成 30 年度まで減少傾向でしたが、その後増加し、令和

元年度末現在、138 人、人口比率は 4.23％です。 

手帳の等級別比率をみると、「１級」が 37.7％と最も多く、次いで「４級」が 28.3％、

３級が 17.4％となっています。 

また、障害種別の比率をみると、「肢体不自由」が 49.3％と最も多く、次いで「内

部障害」が 34.1％となっています。 

 

■身体障害者手帳所持者数の推移(各年度末) 

 

■身体障害者手帳所持者・等級別比率(令和２年３月) 

 

■身体障害者手帳所持者・障害種別別比率(令和２年３月) (各年度末) 

 

142 136 134 127 138

1 
1 0 

0 
0 

143 137 134 127 
138 
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障害児

障害者
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手帳所持者数(人） 人口比（％）

37.7 17.4 9.4 28.3

4.3

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害

（138人）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

4.3

12.3

0.0

49.3

34.1
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視覚障がい

聴覚・平衡障がい

音声・言語障がい

肢体不自由

内部障がい

身体障害者 （138人）
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③知的障害のある人の状況（療育手帳所持者数） 

療育手帳所持者数は横ばいで推移しており、令和元年度末現在26人（人口比0.80％）

となっています。 

手帳の等級比率をみると、「中度（Ｂ中、Ｂ１）」の割合が 42.3％と最も高く、次

いで「重度（Ａ重、Ａ中、Ａ１、Ａ２、Ａ３）」が 34.6％、「軽度（Ｂ軽、Ｂ２）」

が 23.1％となっています。 

 

■療育手帳所持者数の推移(各年度末) 

 

 

■療育手帳の等級別構成比(令和２年３月)  

 

  

18 18 19 20 20 

6 7 
8 7 6 

24 25 
27 27 26 

0.71 
0.75 

0.82 0.83 
0.80 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

0

5

10

15

20

25

30

35

40

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

障害児

障害者

人口比率

手帳所持者数(人） 人口比（％）

34.6 42.3 23.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知的障害 （26人）

重度（Ａ重、Ａ中、Ａ１、Ａ２、Ａ３） 中度（Ｂ中、Ｂ１） 軽度（Ｂ軽、Ｂ２）
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④精神障害のある人の状況（精神障害者保健福祉手帳所持者数） 

精神障害者保健福祉手帳の所持者は増加傾向にあり、令和元年度末現在 19 人（人口

比 0.58％）となっています。 

手帳の等級比率をみると、「１級」が 42.1％、「２級」が 47.4％、「３級」が 10.5％

となっています。 

 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移(各年度末) 

 
 

 

 

■精神障害者保健福祉手帳等級別割合(令和２年３月)  

 

  

14 
16 17 17 

19 

14 

16 
17 17 

19 
0.41 

0.48 

0.51 0.52 

0.58 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0

5

10

15

20

25

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

精神障害者

人口比率

手帳所持者数(人） 人口比（％）

42.1 47.4 10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神障害 （19人）

１級 ２級 ３級
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（２）障害支援区分の認定の状況 

令和２年３月現在の障害支援区分の認定の状況をみると、認定を受けている人は 14

人（知的障害 12人、精神障害２人）で、区分別にみると、「区分６」（35.7％）が多

く、次いで「区分３」（21.4％）が多くなっています。 

 

■障害支援区分の認定の状況（令和２年３月現在） 

  

14.3 

8.3 

50.0 

7.1 

0.0 

50.0 

21.4 

25.0 

0.0 

14.3 

16.7 

0.0 

7.1 

8.3 

0.0 

35.7 

41.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （14人）

身体障害 （0人）

知的障害 （12人）

精神障害 （2人）

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

※全体には難病を含む。 令和２年３月現在



11 

第３章 障害福祉計画（第６期） 

３－１ サービス提供体制の確保に関する基本的な考え方 

本計画は、国の基本指針の改正内容に即して、障害者総合支援法に基づくサービスの整

備目標とその確保のための方策について定めます。 

基本的な考え方は、次のとおりとし、計画課題を踏まえて、令和５年度の成果目標を設

定した上で、需要等に応じた「障害福祉サービス」と「地域生活支援事業」の提供体制の

充実（活動指標の設定）を図り、自立した生活と「地域共生社会」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．必要な訪問系サービスを保障 

２．希望する日中活動系サービスを保障 

３．グループホーム等の確保とともに、地域生活支援拠点等を整備 

４．福祉施設から一般就労への移行等を推進 

障害程度や目的に応じて、

日中活動系サービス（日中

活動の場）を１つ、又は複数

選択し、利用します。 

◆機能訓練・生活訓練 

◆就労のための訓練 

◆創作的活動、地域との

交流等 

日中活動系  
（日中活動の場） 

障害程度等に応じて、居住の場を選択し、利

用します。 

◆施設への入所 

◆グループホーム等 

 

居住系  
（居住の場） 

一般住宅 
（自宅・その他） 

昼間 夜間・休日 分離 

訪問系  
(

） 

障害福祉サービスの提供体制の確保 

相談支援事業 移動支援事業 

その他事業 

地域生活支援事業の提供体制の確保 
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「１」～「６」は、国の基本指針で示された成果目標です。 

 

■成果目標と活動指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果目標の設定 

※「２」の(1)～(3)は、群馬県が設定 

(1)施設入所者の地域生活移行者数 

(2)施設入所者数の削減 

活動指標等の設定 

（すべて村が設定／◎：活動指標） 

○居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援

護、重度障害者等包括支援の利用者数、利用

時間数 

○生活介護の利用者数、利用日数 

○自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、

利用日数 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利

用日数 

○就労定着支援の利用者数 

○療養介護の利用者数 

○短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利

用日数 

○自立生活援助の利用者数 

○グループホームの利用者数 

○相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の

利用者数 

○施設入所支援の利用者数 

１．福祉施設の入所者の地域生活への

移行 

◎保健、医療及び福祉関係者による協議の場

の開催回数【新規】 

◎精神障害者の地域移行支援の利用者数 

【新規】 

◎精神障害者の地域定着支援の利用者数 

【新規】 

◎精神障害者の共同生活援助の利用者数 

【新規】 

◎精神障害者の自立生活援助の利用者数 

【新規】 

２．精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステムの構築 

(1)精神障害者の精神病床から退院後１

年以内の地域における平均生活日数 

【新規】    【県が目標を設定】 

(2)精神病床の 1年以上入院患者数 

【県が目標を設定】 

(3)精神病床における早期退院率 

【県が目標を設定】 

３．地域生活支援拠点等が有する機能

の充実 

◎地域生活支援拠点等の設置箇所数 

◎機能の充実に向けた検証及び検討の実施回

数【新規】 
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(1)就労移行支援事業等を通じた一般就

労への移行者数 

(2)一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業の利用者数 

(3)就労定着率８割以上の就労定着支援

事業所【新規】 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労定着支援の利用者数 
４．福祉施設から一般就労への移行等 

成果目標の設定 

・各市町村又は各圏域で、相談支援体

制の充実・強化に向けた体制を確保 

・各都道府県や各市町村において、サー

ビスの質の向上を図るための体制構

築 

活動指標等の設定 

○相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の

利用者数 

◎障害の種別や各種のニーズに対応できる総

合的・専門的な相談支援の実施 

◎地域の相談支援事業者に対する訪問等によ

る専門的な指導・助言件数の見込み 

◎地域の相談支援事業者の人材育成の支援件

数 

○地域の相談機関との連携強化の取組の実施

回数 

◎都道府県が実施する障害福祉サービス等に

係る研修その他の研修への市町村職員の参

加人数 

◎障害者自立支援審査支払等システム等によ

る審査結果を分析してその結果を活用し、

事業所や関係自治体等と共有する体制の有

無及びその実施回数 

５．相談支援体制の充実・強化等【新

規】 

６．障害福祉サービス等の質の向上

【新規】 

◎ペアレントトレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の受講者数 

◎ペアレントメンターの人数 

◎ピアサポートの活動への参加人数 

発達障害者等に対する支援【新規】 

※障害児福祉計画に記載 
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３－２ 令和５年度の成果目標・活動指標 

本計画では、地域生活への移行や就労支援を進めるため、令和５年度の成果目標と計画

期間の活動指標を設定します。 

 

１．福祉施設の入所者の地域生活への移行 

２．精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

３．地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

４．福祉施設から一般就労への移行 

５．相談支援体制の充実・強化等【新規】 

６．障害福祉サービス等の質の向上【新規】 

 

６つの成果目標の設定にあたっては、国の基本指針の改正内容を踏まえつつ、第５期に

おける実績等により本村の実情に応じて設定します。 

 

 

■成果目標実現までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅サービスや福

祉施設、児童発達

支援を現在利用し

ている人 

○訪問系サービスの充実 

○日中活動系サービスの充実 

○居住系サービスの確保 

○地域の相談支援体制の強化 

○発達障害者等に対する支援 

等 

 

成果目標の

実現 

 

○特別支援学校等卒業者 

○退院可能な精神障害者 

○その他新規サービス利用者 

新たな対象者 

令和５年度末 令和３～５年度 

成果目標は、国の基本指

針の改正内容を踏まえつ

つ、地域の実情に応じて

設定 
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（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

国の基本指針等に基づき、施設入所者の地域生活への移行に関する成果目標を下表のと

おり設定します。 

 

項目 数値 考え方 

【実績】 

令和元年度末時点の施設
入所者数 

5人 
○令和元年度末時点において施設に入所してい

る障害者の数。 

【目標①】 

地域生活移行者数 
0人 

○施設から、グループホームや一般住宅等に移

行する者の数。 

○国の「基本指針」では、令和元年度末時点に

おける施設入所者の６％以上が、令和５年度

末までに地域生活へ移行することを基本とす

る。 

令和５年度末における施
設入所者数 

0人 

○国の「基本指針」では、令和元年度末時点に

おける施設入所者の９％以上が、令和５年度

末までに地域生活へ移行することを基本とす

る。" 

【目標②】 

施設入所者の削減 
0人 

○令和５年度末時点での施設入所者の削減目標

（見込み）数。 

○国の「基本指針」では、令和５年度末の施設

入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数

から 1.6％以上削減することを基本とする。 
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（２）精神障害に対応した地域包括ケアシステムの構築 

国の基本指針等に基づき、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に関する

活動指標を下表のとおり設定します。 

 

項目 
数値 

考え方 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

【活動指標①】 

市町村ごとの保健、医
療、福祉関係者による協
議の場の開催回数 

2回 2回 2回 

○国の「基本指針（別表第１の八）」

では、市町村ごとの保健、医療及び

福祉関係者による協議の場を通じ

て、重層的な連携による支援体制を

構築するために必要となる、協議の

場の１年間の開催回数の見込みを設

定するとされている。 

【活動指標②】 

精神障害者の地域移行
支援の利用者数 

0人 0人 0人  

【活動指標③】 

精神障害者の地域定着
支援の利用者数 

0人 0人 0人  

【活動指標④】 

精神障害者の共同生活
援助の利用者数 

2人 2人 2人  

【活動指標⑤】 

精神障害者の自立生活
援助の利用者数 

0人 0人 0人  

 

なお、次の成果目標については群馬県が設定予定です。 

（１）精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数【新規】 

（２）精神病床の１年以上入院患者数 

（３）精神病床における早期退院率 
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（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

地域生活支援拠点等は、地域で障害者や発達支援を必要とする児童とその家族が安心し

て生活するため、必要な機能（①相談、②体験の機会・場、③緊急時の受け入れ・対応、④

専門的人材の確保・養成、⑤地域の体制づくり）の５つの必要な機能を備えた体制です。 

地域生活支援拠点等について、利根沼田自立支援協議会等の場を用いて、年１回以上運

用状況を検証、検討しつつ、緊急時の受け入れ・対応をはじめ、計画課題に対応する必要

な機能の充実を図ります。 

 

項目 
数値 

考え方 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

【目標】 

地域生活支援拠点等を
確保しつつ、その機能の
充実のため、年１回以上
運用状況を検証及び検
討 

年１回以上開催 

○国の「基本指針」では、令和２年度

末までに各市町村（又は各圏域）

に、少なくとも１つ以上を整備する

ことされている「地域生活支援拠点

等」を令和５年度末までの間、１つ

以上確保しつつ、その機能充実のた

め、年１回以上、運用状況を検証及

び検討することを基本とする。 

【活動指標①】 

設置箇所数 
1箇所 1箇所 1箇所 

○地域生活支援拠点等の設置箇所数を

設定する。 

【活動指標②】 

検証及び検討の実施回
数について、年間の見込
み数 

1回 1回 1回 

○地域生活支援拠点等が有する機能の

充実に向けた検証及び検討の実施回

数について、年間の見込み数を設定

する。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

国の基本指針に基づき、「福祉施設から一般就労への移行等」について、下表のとおり設

定します。 

公共職業安定所などとの連携をより一層強化するとともに、相談支援事業における就労

移行支援の充実を図ります。 

 

項目 数値 考え方 

【実績①】 

令和元年度の 

一般就労への移行者数 

0人 

○福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業

等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就

労継続支援）を通じて、令和元年度において

一般就労した者の数 

【実績②～④】 

令和元年度の 

一般就労への移行者数 

 

○令和元年度における就労移行支援事業の一般

就労への移行者数  就労移行支援事業 0人 

 就労継続支援Ａ型事業 0人 

 就労継続支援Ｂ型事業 0人 

【目標①】 

令和５年度の 

一般就労移行者数 

1人 

○福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業

等を通じて、令和５年度までに一般就労する

者の数。 

○国の「基本指針」では、令和元年度の移行実

績の 1.27倍以上とすることを基本とする。 

 就労移行支援事業 1人 ○1.30倍以上とすることを基本とする。 

 就労継続支援Ａ型事業 0人 ○1.26倍以上とすることを基本とする。 

 就労継続支援Ｂ型事業 0人 ○1.23倍以上とすることを基本とする。 

【目標②】 

就労移行支援事業の 

利用者数 

0人 

○国の「基本指針」では、令和５年度の就労移

行支援事業等を通じて、令和５年度に一般就

労する者のうち７割が就労定着支援事業を利

用することを基本とする。 

【目標③】 

就労移行支援事業の 

就労定着率 

0割 

○国の「基本指針」では、就労定着支援事業所

のうち、就労定着率が８割以上の事業所を、

全体の７割以上とすることを基本とする。 

※「就労定着率」：過去３年間の就労定着支援

の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着

者数の割合 
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

本村は、今後も基幹相談支援センターである利根沼田障害者相談支援センターを中心に、

総合的な相談業務とともに、地域の相談支援事業者間の連絡調整や、関係機関の連携の支

援、意思決定支援等を継続するほか、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支

援体制の強化を図ります。 

 

項目 

数値 

考え方 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

【目標】 

 総合的・専門的な相談
支援の実施及び地域の
相談支援体制の強化を
実施する体制の確保 

 

○国の「基本指針」では、令和５年度

末までに各市町村（又は各圏域）に

おいて、総合的・専門的な相談支援

の実施及び地域の相談支援体制の強

化を実施する体制を確保することを

基本とする。 

○なお、これらの取組を実施するにあ

たっては、基幹相談支援センター等

がその機能を担うことを検討すると

されている。 

【活動指標①】 

総合的・専門的な相談支
援 

10回 10回 10回 
○障害の種別や各種のニーズに対応で

きる総合的・専門的な相談支援の実

施の見込みを設定する。 

【活動指標②】 

地域の相談支援体制の
強化① 

6件 9件 12件 

○地域の相談支援事業者に対する訪問

等による専門的な指導・助言件数の

見込みを設定する。 

 

【活動指標③】 

地域の相談支援体制の
強化② 

6件 9件 12件 

○地域の相談支援事業者の人材育成の

支援件数の見込みを設定する。 

 

【活動指標④】 

地域の相談支援体制の
強化③ 

6回 9回 12回 

○地域の相談機関との連携強化の取組

の実施回数の見込みを設定する。 
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（６）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

本村は、今後も群馬県による、村内事業所への訪問指導を含め、障害福祉サービス等の

質を向上させるための取組に関する事項を実施する体制を構築します。 

「活動指標②：障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有分析・共有」

については、圏域での体制の構築等、取組を検討していきます。 

 

項目 
数値 

考え方 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

【目標】 

障害福祉サービス等の
質を向上させるための
取組に関する事項を実
施する体制を構築 

 

○国の「基本指針」では、利用者が真

に必要とする障害福祉サービス等を

提供していくため、障害福祉サービ

ス等の質を向上させるための取組に

関する事項を実施する体制を構築す

ることを基本とする。 

【活動指標①】 

障害福祉サービス等に
係る各種研修の活用 

1人 1人 1人 

○都道府県が実施する障害福祉サービ

ス等に係る研修その他の研修への市

町村職員の参加人数の見込みを設定

する。 

【活動指標②】 

障害者自立支援審査支
払等システムによる審
査結果の共有 

有 有 有 
○障害者自立支援審査支払等システム

等による審査結果を分析してその結

果を活用し、事業所や関係自治体等

と共有する体制の有無及びその実施

回数の見込みを設定する。 4回 6回 6回 

【活動指標③】 

指導監査結果の関係市
町村との共有 

無 無 無 

○都道府県等が実施する指定障害福祉

サービス事業者及び指定障害児通所

支援事業者等に対する指導監査の適

正な実施とその結果を関係自治体と

共有する体制の有無及びその共有回

数の見込みを設定する。 
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３－３ 障害福祉サービス量の見込みと確保策 

国や都道府県の義務的経費が伴う個別給付としての「自立支援給付」と、地域での生活

を支えるために、国や都道府県の財政援助（裁量的経費）のもと、市町村が地域の実情に

応じて、実施する「地域生活支援事業」があります。なお、障害児に対するサービスに関

しては「障害児福祉計画」に記載しています。 

本計画では、下記の障害者自立支援法に基づくサービスと児童福祉法に基づくサービス

について計画期間中（令和３～５年度）の見込量、確保策等を定めます。 
 

自
立
支
援
給
付 

介護給付 

訪問系サービス 

居宅介護（ホームヘルプ） 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

日中活動系サービス 
生活介護 

療養介護 

短期入所（ショートステイ） 

居住系サービス 施設入所支援 

訓練等給付 

日中活動系サービス 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

就労移行支援 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

就労定着支援 

居住系サービス 
自立生活援助 

共同生活援助（グループホーム） 

宿泊型自立訓練 

地域相談支援給付 
地域移行支援 

地域定着支援 

計画相談支援給付 
計画相談支援 

（サービス利用支援、継続サービス利用支援） 

自立支援医療 育成医療、更生医療、精神通院医療 

補装具 車いす、義手、義足、補聴器など 

地
域
生
活
支
援
事
業 

必須事業 

理解促進研修・啓発事業 

自発的活動支援事業 

相談支援事業 

成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度法人後見支援事業 

意思疎通支援事業 

日常生活用具給付等事業 

手話奉仕員養成研修事業 

移動支援事業 

地域活動支援センター 

任意事業 

訪問入浴サービス事業 

日中一時支援事業 

自動車運転免許取得費及び自動車改造費補助事業 

聴覚障害者等ファクシミリ使用料補助事業 
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（１）訪問系サービス 

①居宅介護支援 

障害者・障害児を対象に、家庭にヘルパーを派遣して入浴、排せつ、食事の身体介護

や掃除などの家事援助を行うサービスです。 

②重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の精神障害者若しくは精神障害により、行動上著しい

困難を有する人で常時介護を必要とする人を対象に、家庭にヘルパーを派遣して食事

や排せつの身体介護、掃除などの家事援助、コミュニケーション支援のほか、外出時に

おける移動介護などを総合的に提供するサービスです。 

③同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者に対し、外出時等に同行し、移動

に必要な情報を提供するとともに、移動の援護等の支援を行います。 

④行動援護 

知的障害・精神障害により、行動上著しい困難を有する障害者等であって、常時介護

を要する者につき、行動する際に生じる危険を回避するために、必要な援護、外出にお

ける移動中の介護等を行うサービスです。 

⑤重度障害者等包括支援 

障害支援区分６に該当し、意思の疎通が困難な重度の障害者を対象に、複数のサービ

スを包括的に提供するサービスです。 

■利用時間・実利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括

支援 

利用時間 

（時間） 
1 6 9 19 19 19 

実利用者数 

（人） 
1 2 2 3 3 3 
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（２）日中活動系サービス 

①生活介護 

常時介護を必要とする障害者で、障害支援区分３以上（50 歳以上の場合は区分 2 以

上）である方に対し、施設などで入浴、排せつ、食事の介助や創作的活動、生産活動の

機会などを提供するサービスです。 

■利用時間・実利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

生活介護 

利用時間 
（時間） 

178 158 158 158 158 158 

実利用者数 
（人） 

8 7 7 7 7 7 

 

 

②自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

「機能訓練」は、地域で生活できるようにすることを目的に、身体機能や生活能力の

維持・向上を図る目的に、一定期間（基本は 18 か月）のプログラムに基づき、身体機

能・生活の機能向上のために必要な訓練などを提供します。 

「生活訓練」は、地域での生活を送る上で、生活能力の維持・向上を図る目的に、一

定期間（基本は 24 か月）のプログラムに基づき、地域での生活を営む上での必要な訓

練などを提供するサービスです。 

機能訓練、自立支援ともに第５期計画期間における利用実績はなく、第６期計画期間

においても利用は見込まないものとします。 
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③就労移行支援 

一般就労を希望し、実習や職場探しを通じて適性に合った職場への就労などが見込

まれる 65 歳未満の障害のある人を対象に、一定期間（基本は 24 か月）のプログラム

に基づき、生産活動やその他の活動の機会を通じて、就労に必要となる知識や能力の向

上のための必要な訓練などを提供するサービスです。 

第５期計画期間における利用実績はありませんでしたが、第６期計画期間において

は１人の利用を見込みます。 

■利用時間・実利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

就労移行 

利用日数 
（日） 

19 20 20 20 20 20 

実利用者数 
（人） 

1 1 1 1 1 1 
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④就労継続支援 

ⅰ）Ａ型（雇用型） 

就労移行支援事業を利用したが一般企業への雇用が結びつかなかった方、特別支援

学校を卒業後に就職活動をしたが雇用に結びつかなかった方などを対象に、事業者と

雇用関係を結び、就労の機会の提供を受け、生産活動その他の活動の機会を通じ、知識

や能力の向上のために必要な訓練などを行います。 

ⅱ）Ｂ型（非雇用型） 

年齢や体力の面から就労が困難な障害者、就労移行支援事業などを利用したが雇用

に結びつかなかった障害者を対象に、就労の機会を提供し、生産活動その他の活動の機

会を通じて、知識や能力の向上のために必要な訓練などを提供します。 

■利用日数・実利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

就労継続支援Ａ型 

延利用日数 
（人日） 

0 0 4 5 5 5 

実利用者数 
（人） 

0 0 1 1 1 1 

就労継続支援Ｂ型 

延利用日数 
（人日） 

62 65 65 85 85 85 

実利用者数 
（人） 

3 3 3 4 4 4 

 

⑤就労定着支援 

就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を一

定の期間にわたり行います。 

第５期計画期間における利用実績はなく、第６期計画期間においても利用は見込ま

ないものとします。 
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⑥療養介護 

病院などへの長期の入院による医療的ケアに加え、常時介護を必要とする障害者に

対して、主に昼間に病院や施設での機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理のもと

での介護、日常生活上のサービスを提供します。 

 

■サービス利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

療養介護 
実利用者数 
（人） 

1 1 0 0 0 0 

 

⑦短期入所 

介助者の病気などの理由により障害のある人の介助ができなくなった場合、障害者・

障害児を対象に、夜間を含めて施設に短期間入所し、入浴、排せつ、食事などの介護を

行うサービスです。 

■平均利用日数・実利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

短期入所（福祉型） 

延利用日数 
（人日） 

2 2 2 21 21 21 

実利用者数 
（人） 

14 14 14 3 3  3 

短期入所（医療型） 

延利用日数 
（人日） 

 0 0 0 0 0 0 

実利用者数 
（人） 

0 0 0 0 0 0 
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（３）居住系サービス 

①自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する知的障害の

ある人や精神障害のある人等について、本人の意思を尊重した地域生活を支援するた

め、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障害ある人の理解力、

生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行います。 

第５期計画期間における利用実績はなく、第６期計画期間においても利用は見込ま

ないものとします。 

 

②共同生活援助（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

■平均利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

共同生活援助 
実利用者数 
（人） 

6 5 6 7 7 7 

 

③施設入所支援 

夜間での介護を必要とする障害者や、自立訓練・就労移行支援を利用している障害者

の中で単身の生活が困難である方、又は、様々な事情により通所が困難な方を対象に、

夜間における居住の場を提供し、入浴や食事などの日常生活上の世話を行うサービス

です。 

■サービス利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

施設入所支援 
実利用者数 
（人） 

6 5 5 5 5 5 

 

 

  



28 

（４）相談支援 
 

①計画相談支援（サービス利用計画書の作成） 

障害福祉サービスの利用者を対象に、支給決定を行う際にサービス利用計画を作成

するとともに、一定期間後において、サービスの利用状況の検証を行い、計画の見直し

を行います。 

計画作成にあたっては、各種サービスを組み合わせながら、その人らしく日常生活や

社会生活を営めるよう支援していきます。 

計画作成者は、特定相談支援事業所・障害児相談支援事業所となります。 

■計画作成件数の見込み（月平均） 

■利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援 件数 7 5 8 8 8 8 

②地域移行支援 

障害者施設に入所している障害者や入院している精神障害者等を対象に、住居の確

保その他の地域生活に移行するための活動に関する相談支援を行う事業です。 

③地域定着支援 

施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した人、地域生活

が不安定な人等を対象に、常時の連絡体制を確保し、緊急事態等に対する相談や緊急訪

問・対応等を行う事業です。 

地域移行支援、地域定着支援ともに第５期計画期間における利用実績はなく、第６期

計画期間においても利用は見込まないものとします。 

受
付
・
申
請 

障
害
支
援
区
分
の
認
定 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用 

計
画
の
作
成 

支
給
決
定 

支
給
決
定
時
の 

サ
ー
ビ
ス
利
用
計
画 

サ
ー
ビ
ス
利
用 

支
給
決
定
後
の 

サ
ー
ビ
ス
利
用
計
画 

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議 

支給決定時からケア

マネジメントを実施 

一定期間ごとの

モニタリング 



29 

３－４ 地域生活支援事業 

地域生活支援事業は、地域の特性や利用者の状況に応じ、柔軟な形態により効率的・効

果的に実施する事業として位置づけられています。 

未実施の事業については、ニーズを把握しながら、提供体制等を踏まえ、実施を検討し

ます。 

 

（１）必須事業 

①理解促進研修・啓発事業 

共生社会の実現を図るため、地域社会の住民に対して障害のある人等に対する理解

を深めるための研修・啓発を行います。 

本村においては、当面実施しないものとしますが、必要に応じて、広域での事業を検

討していきます。 

 

②自発的活動支援事業 

障害のある人の自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、本人や家族、

地域住民等による自発的な取組を支援する事業です。 

第５期計画期間における利用実績はなく、第６期計画期間においても利用は見込ま

ないものとします。 
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③相談支援事業 

ⅰ）障害者相談支援事業 

障害のある人やその家族などの保健福祉に対する相談に応じ、障害福祉サービスな

ど必要な情報の提供と利用の援助、専門のサービス提供機関の紹介を行うとともに、虐

待の防止や早期発見のため関係機関と連絡調整し、障害のある人の権利擁護のために

必要な援助を行います。 

■箇所数 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

障害者相談支援事業 箇所数 1 1 1 1 1 1 

 

ⅱ）基幹相談支援センター・市町村相談支援機能強化事業 

困難ケースの対応や、相談支援事業者への指導・助言を行うために社会福祉士、保健

師、精神保健福祉士等の専門的職員の配置を行い、相談支援機能の強化を図る事業で、

本村では、利根沼田圏域で共同で基幹型相談支援センターを設置して対応しています。 

■箇所数 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

基幹相談支援センター 箇所数 1 1 1 1 1 1 

相談支援機能強化事業 
実施の 
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

ⅲ）住宅入居等支援事業 

賃貸住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望しながら保証人がいない等

の理由で入居が困難な障害のある人に対して、入居に必要な調整等に係る支援を行う

事業です。 

本村においては、賃貸住宅が限られていることから、当面実施しないものとします。 
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④成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の利用が有効と認められる知的障害者・精神障害者に対して、成年後見

制度の利用を促進し、成年後見制度の申し立てに要する経費（登録手数料、鑑定費用な

ど）及び後見人などの報酬の全部又は一部を助成します。 

■実施の有無 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

成年後見制度利用

支援事業 
実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

⑤成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度に基づく後見業務を行う法人について、その安定的な組織体制の構築

や、外部の専門職による支援体制の構築など、法人による後見活動を支援する事業です。 

■実施の有無 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

成年後見制度 
法人後見支援事業 

実施の有無 未実施 未実施 未実施 実施 実施 実施 

 

⑥意思疎通支援事業 

聴覚障害や言語障害、音声機能その他の障害のため、意思の疎通が困難な障害のある

人に対して手話通訳者、要約筆記者の派遣を行い、障害のある人とその周りの者の意思

疎通を円滑なものにします。 

群馬県聴覚障害者コミュニケーションプラザに手話通訳者、要約筆記者の派遣を委

託しています。 

■利用者数の見込み（年間） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

手話通訳者派遣事業 
延利用者数 
（人） 

0 0 0 0 0 0 

要約筆記者派遣事業 
延利用者数 
（人） 

0 0 0 0 0 0 

手話通訳者設置事業 
実施の 
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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⑦日常生活用具給付等事業 

重度の障害者・障害児であって当該用具を必要とする方を対象に、日常生活に必要な

用具を給付又は貸与する事業です。 

■利用件数の見込み（年間） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

介護訓練支援用具 件数 0 0 0 0 0 0 

自立生活支援用具 件数 0 0 0 0 0 0 

在宅療養等支援用具 件数 0 0 0 0 0 0 

情報・意思疎通支援用具 件数 0 0 0 0 0 0 

排せつ管理支援用具 件数 5 2 7 10 10 10 

住宅改修費 件数 0 0 0 0 0 0 

 

⑧手話奉仕員養成研修事業 

手話奉仕員を養成し、日常会話程度の手話表現技術を身につけてもらうことにより、

聴覚障害者との交流を図り、支援を行う人材を確保する事業です。 

本村においては、当面実施しないものとしますが、必要に応じて、広域での事業を検

討していきます。 

 

⑨移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害者に対して、複数での利用の支援などへの対応を図り、社

会生活上に必要な外出及び余暇活動などの社会参加のための外出の際の支援を提供し

ます。 

■サービス利用者数・利用時間の見込み（年間） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

移動支援事業 

実利用者数 
（人） 

1 1 1 1 1 1 

利用時間 
（時間） 

40 40 40 40 40 40 
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⑩地域活動支援センター 

地域活動支援センターにおいて創作活動の場や生産活動の機会の提供を行い、身体

障害者・知的障害者・精神障害者が通うことによって、地域生活の支援を促進する事業

です。 

■サービス利用者数・利用時間の見込み（月平均） 

区 分 

第５期計画の実績 第６期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

地域活動支援センター 
実利用者数 
（人） 

0 0 0 0 0 0 

他市町村の地域活動

支援センター利用者 

実利用者数 
（人） 

0 0 0 1 1 1 
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（２）任意事業（その他の事業）  

①地域ホーム事業 

住居が必要な障害のある人に低額料金で居室を利用してもらえるよう、施設に対し

て補助を行います。 

現在、村内に地域ホームは整備されていませんが、他市町村のホームを利用した場合

は補助を行います。 

 

②日中一時支援事業（登録介護者事業）（サービスステーション事業） 

障害児（者）の介護を行う保護者が一時的に介護をできない場合、あらかじめ村へ登

録を行っている介護者又は、県へ登録を行っている 24 時間対応型のサービスステーシ

ョン）に介護を委託することで、障害児（者）の福祉及び介護者の負担軽減を図ります。 

介護給付支給決定者以外の者について、日常生活に関する支援や家事に対する必要

な支援を行います。 

 

③日中一時支援事業 

介助者の就労や一時的な休息のため、一時的に見守りなどの支援が必要な障害者（児）

を対象に、日中における活動の場を確保し、日常的な訓練などの支援を行う事業です。 

 

④自動車運転免許取得費及び自動車改造費補助事業 

身体障害者が自動車運転免許の取得及び自動車を改造する際に要する費用の一部を

助成することで、障害のある人の社会参加を促進する事業です。 

 

⑤医療的ケア支援事業 

主治医の指示（意見書）に基づく経管栄養、たんの吸引等、比較的短時間で、かつ、

定時の対応により処置が終了する医療的ケアについて、看護師配置のない通所施設又

は作業所及び保育園、学校等に訪問看護師を派遣し、その費用を公費負担します。 
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第４章 障害児福祉計画（第２期） 

４－１ サービス提供体制の確保に関する基本的な考え方 

障害児福祉計画は、ライフステージに応じた切れ目のない支援と保健・医療・福祉・保

育・教育・就労支援等と連携した支援などを見すえて、障害児支援の提供体制を計画的に

確保することを目的としており、児童発達支援センターを中心とした地域支援体制の構築

や、次の項目について記載します。 

 

■障害児福祉計画と基本指針の基本的な構造 

区分 項目 

義務 
障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事

項 

義務 
各年度における区域ごとの指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの

必要な量の見込み 

努力義務 指定通所支援又は指定障害児相談支援の見込量の確保方策 

努力義務 医療機関、教育機関等の関係機関との連携 

その他 

（一部） 

計画は障害児の数、その障害の状況を勘案すること（義務） 

計画を作成する場合、障害児の心身の状況等を把握した上で作成すること（努力

義務） 

他の計画と調和が保たれること（義務） 

 資料：社会保障審議会第 83回障害者部会資料(参考資料２)より作成 

 

また、障害児福祉計画は、基本指針において、発達支援の必要有無にかかわらず児童が

ともに成長できるよう、地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、

障害児福祉計画の作成に関する基本的事項として、発達支援を必要とする児童の子ども・

子育て支援等の利用ニーズの把握及びその提供体制の整備が盛り込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害児福祉計画 子ども・子育て支援事業計画 

発達支援を必要とする児童の子ども・子育て支援等の利用ニー

ズの把握 

整合性・調和 

子ども・子育て支援法等に基づく子育て支援施策との緊密な連携に
よる、発達支援を必要とする児童の子ども・子育て支援等の提供体
制の整備 
 



36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果目標の設定 

※「１」(１)のは、群馬県が設定 

(1)児童発達支援センターの設置 

(2)保育所等訪問支援を利用できる体

制の構築  

(3)難聴児支援のための中核的機能を

有する体制の構築 

【県が目標を設定】 

活動指標等の設定 

（すべて村が設定／◎活動指標） 

○児童発達支援の利用児童数、利用日数 

○医療型児童発達支援の利用児童数、利用日

数 

○放課後等デイサービスの利用児童数、利用

日数 

○保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数 

○居宅訪問型児童発達支援の利用児童数、利

用日数 

○障害児相談支援の利用児童数 

１．児童発達支援等の提供体制の整備

等 

○医療型児童発達支援の利用児童数、利用日

数 

○放課後等デイサービスの利用児童数、利用

日数 

○医療型障害児入所施設の利用児童数 

◎医療的ケア児に対する関連分野の支援を調

整するコーディネーターの配置人数 

２．医療的ニーズへの対応 

(1)主に重症心身障害児を支援する児童

発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所の確保 

(2)保健・医療・障害福祉・保育・教育

等の関係機関が連携を図るための協

議の場の設置 

(3)医療的ケア児等に関するコーディネ

ーターの配置 

３．子ども・子育て支援等の提供体制

の整備 

○保育所における発達支援児の利用人数 

○認定こども園における発達支援児の利用人

数 

○放課後児童健全育成事業（児童クラブ）にお

ける発達支援児の利用人数 

◎ペアレントトレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の受講者数 

◎ペアレントメンターの人数 

◎ピアサポートの活動への参加人数 

発達障害者等に対する支援【新規】 
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４－２ 令和５年度の成果目標と活動指標 

本計画では、児童の健やかな育成のために、令和５年度の成果目標として、次の３つの

事項に関する目標値（成果目標）及び活動指標を設定します。成果目標等の設定にあたっ

ては、国の基本指針の改正内容を踏まえつつ、第１期における実績等に応じて設定します。 

１．児童発達支援等の提供体制の整備等 

２．医療的ニーズへの対応 

３．子ども・子育て支援等の提供体制の整備 

 

（１）児童発達支援等の提供体制の整備等 

本村では、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築しており、国の基本指針に基づく

成果目標はいずれも達成済みとなっています。 

今後も「利根沼田自立支援協議会」等を通じて関係機関の連携強化を図りつつ、就学後

の療育及び家族のレスパイトケアを担う放課後等デイサービス事業所の適正配置など、重

層的な地域支援体制の更なる充実を進めます。 

 

項目 数値 考え方 

【目標①】 

児童発達支援センターの
設置 

0箇所 

○国の「基本指針」では、令和５年度末までに

各市町村に少なくとも１箇所以上設置するこ

とを基本とする。 

※圏域で整備 

【目標②】 

保育所等訪問支援を利用
できる体制の構築 

1箇所 

○国の「基本指針」では、令和５年度末までに

全ての市町村において、保育所等訪問支援事

業が利用できる体制を構築することを基本と

する。 
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（２）医療的ニーズへの対応 

保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関が連携を図るための協議の場としては、

「利根沼田自立支援協議会」を設置しています。 

更に、医療的ケア児等に関するコーディネーターは、令和２年度現在 1名を「利根沼田

自立支援協議会」に配置しており、国の基本指針に基づく成果目標はいずれも達成済みと

なっています。 

今後も、医療的ケアを要する児童が適切な支援を受けられるよう、「利根沼田自立支援協

議会」等を通じて、医療的ケアの関係者や関係機関との連携強化を図ります。 

 

項目 数値 考え方 

【目標③】 

主に重症心身障害児を支
援する児童発達支援事業
所及び放課後等デイサー
ビス事業所の確保 

1箇所 

○国の「基本指針」では、令和５年度末までに

各市町村において、主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所の確保、保育所等訪問支援事

業を少なくとも１箇所以上確保することを基

本とする。 

※圏域で整備 

【目標④－１】 

医療的ケア児支援のため
の関係機関の協議の場の
設置 

1箇所 

○国の「基本指針」では、平成 30年度末まで

に各市町村において、保健、医療、障害福

祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図る

ための協議の場を設けることを基本とする。 

※圏域で整備 

【目標④－２】 

医療的ケア児等に関する
コーディネーターの配置 

1人 

○国の「基本指針」では、令和５年度末までに

④－１の協議の場を設けるとともに医療的ケ

ア児等に関するコーディネーターを配置する

ことを基本とする。 

※圏域で整備 
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（３）子ども・子育て支援等の提供体制の整備 

本村は、障害の有無にかかわらず児童がともに成長できるよう、地域社会への参加・包

容（インクルージョン）を推進する観点から、子ども・子育て支援等の提供体制の整備を

図ります。 

 

項目 
数値 

考え方 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

【活動指標①】 

ペアレントトレーニン
グやペアレントプログ
ラム等の支援プログラ
ム等の受講者数 

0人 0人 0人 

○現状のペアレントトレーニングやペ

アレントプログラム等の支援プログ

ラム等の実施状況及び市町村等にお

ける発達障害者等の数を勘案し、受

講者数の見込みを設定する。 

【活動指標②】 

ペアレントメンターの
人数 

0人 0人 0人 

○現状のペアレントメンター養成研修

等の実施状況及び市町村等における

発達障害者等の数を勘案し、ペアレ

ントメンターの人数の見込みを設定

する。 

【活動指標③】 

ピアサポートの活動へ
の参加人数 

0人 0人 0人 
○現状のピアサポートの活動状況及び

市町村等における発達障害者等の数

を勘案し、数の見込みを設定する。 
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４－３ 障害児支援等及び子ども・子育て支援等の見込量及び確保

のための方策 

児童発達支援等及び子ども・子育て支援等の見込量及び確保のための方策について、

次のサービス体系に沿って設定します。 

 

障害児 

支援等 

障害児通所支援 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

医療型児童発達支援 

居宅訪問型児童発達支援 

障害児相談支援 

障害児支援利用援助、継続障害児支援利用援助 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整する 
コーディネーター 

障害児入所支援 

福祉型障害児入所施設 

※県が行うもの 

医療型障害児入所施設 

子ども・ 

子育て支援等 
保育所、認定こども園、放課後児童健全育成事業（児童クラブ）における 
発達支援児の利用 

 

  



41 

（１）障害児通所支援 

①児童発達支援 

身体障害や知的障害、精神に障害のある児童（発達障害児を含む）を対象に、日常生

活における基本的な動作の指導や知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行いま

す。 

■サービス利用日数・実利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第１期計画の実績 第２期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

児童発達支援 

延利用日数 
（人日） 

31 20 33 33 33 33 

実利用者数 
（人） 

2 1 2 2 2 2 

 

②放課後等デイサービス 

学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向

上のための訓練等を継続的に提供することにより、自立の促進と放課後の居場所づく

りを推進します。 

■サービス利用日数・実利用者数の見込み（月平均） 

区 分 

第１期計画の実績 第２期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

放課後等 

デイサービス 

延利用日数 
（人日） 

32 19 69 69 69 69 

実利用者数 
（人） 

2 1 3 3 3 3 

 

③保育所等訪問支援 

保育所や集団生活を営む施設に通う発達障害児、その他気になる児童を対象に、障害

児に対する指導経験のある児童指導員・保育士等が訪問し、本人や施設スタッフに対し

専門的な支援を行う事業です。 

第 1 期計画期間における利用実績はなく、第２期計画期間においても利用は見込ま

ないものとします。 
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④医療型児童発達支援 

未就学児に対して、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生

活への適応訓練等を行うとともに、治療を行う事業です。 

第 1 期計画期間における利用実績はなく、第２期計画期間においても利用は見込ま

ないものとします。 

 

⑤居宅訪問型児童発達支援 

重度の障害等の状態にある児童であって、児童発達支援等を利用するために外出す

ることが著しく困難な児童に発達支援が提供できるよう、児童の居宅を訪問して発達

支援を行います。 

新たな事業であり、本村においては当面実施しないものとしますが、ニーズを踏まえ

ながら必要に応じて、事業を検討していきます。 

 

（２）相談支援 

①障害児相談支援 

障害児通所支援を利用する障害児を対象に、支給決定を行う際に障害児支援利用計

画を作成するとともに、一定期間後において、サービスの利用状況の検証を行い、計画

の見直しを行います。 

■計画作成件数の見込み（月平均） 

区 分 

第１期計画の実績 第２期計画（利用見込量） 

30 年度 元年度 
２年度 
（見込
み） 

３年度 ４年度 ５年度 

障害児相談支援 
実利用者数 
（人） 

3 3 5 5 5 5 

 

②医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター 

国の基本指針において、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向け、関連

分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等を配置し

ます。 

新たな事業であり、本村においては当面実施しないものとしますが、必要に応じて、

広域での事業を検討していきます。 
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（３）児童入所支援 

①福祉型児童入所支援 

障害のある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び自活に必要な知識や技能の

付与を行う事業です。（県が実施主体です。） 

 

②医療型児童入所支援 

医療の必要な児童を入所させて、医療の提供のほか、日常生活の介護等を行う事業で

す。（県が実施主体です。） 

 

 

４－３ 障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズ 

子ども・子育て支援等の地域資源のうち、保育所、認定こども園及び放課後児童健全育

成事業について、利用ニーズを満たすための定量的な目標を設定しました。 

子ども・子育て支援等における障害児の受け入れ体制が整備されるよう、子育て分野

と連携して取り組みます。 

■サービス利用者数の見込み 

 
必要な見込量 

（人） 

第２期計画（利用見込量） 

30年度 31年度 32年度 

認定こども園 1 1 1 1 

 

 

４－４ 指定障害福祉サービス等 

障害者（18歳以上）を対象とした指定障害福祉サービス等のうち、障害児が利用可能

な主なサービスは次のとおりです。 

①指定障害福祉サービス 

・訪問系サービス：居宅介護・行動援護・重度障害者等包括支援、同行援護 

・日中活動系サービス：短期入所 

②地域生活支援事業 

（必須事業） 

・相談支援事業 

・日常生活用具給付等事業 

・移動支援事業 

（任意事業） 

・日中一時支援  
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第５章 計画の推進、点検・評価 

５－１ 計画の推進 

本計画の推進において、効果的・総合的な施策の推進を図るため、就労支援や地域生活

への移行支援等の福祉分野だけでなく、保健・医療などの多様な分野との連携を強化しま

す。 

計画の内容には、川場村単独で対応できないものも含まれています。国、県の事業や施

設を利用することが必要なものや、近隣の自治体と協働することにより、より効果的な事

業展開を図ることができるものについては、地域ネットワークの中核に利根沼田自立支援

協議会を据え、ネットワークの強化及び社会資源の構築を推進し、目標達成に向け連携し

ていきます。 

また、障害福祉サービスなどの見込量の確保にあたり、サービス提供事業所とも連携を

密にし、体制の整備や情報の共有を図り、計画を推進します。 
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５－２ ＰＤＣＡサイクルによる点検、評価 

国の基本指針においては、ＰＤＣＡサイクルのもとに市町村障害福祉計画の達成状況の

点検及び評価を実施していく必要があります。 

障害福祉計画の点検・評価については、国の基本指針に即して、毎年度、計画期間の各

年度におけるサービス見込量等について、施設入所者の地域生活への移行が進んでいるか、

一般就労への移行が進んでいるか等、見込量や目標値の達成状況を点検及び評価し、この

結果に基づいて、計画の見直しを実施します。 

○評価にあたっての基本的な考え方及び留意点 

障害福祉サービス等の福祉施策の評価は、単純に見込量や目標値の達成状況を数値

のみで評価をするのは適切ではありません。それは、その人らしい生活をするためのサ

ービス利用であり、数値目標に近づけるために、サービス利用の抑制につながることは

あってはないことや、限られた特定の人しか利用サービスの場合、利用状況により全体

数に大きく影響を与えることもあります。 

一方、ひとつの評価尺度として、数値による達成状況を確認することも不可欠です。

数値が低かった場合、供給不足で利用が少なかったのか、認知度が低いために利用が少

なかったのか、類似サービスや代替サービスの利用が多かったのかなど、背景に焦点を

あてた検証が不可欠です。 

 

■ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

資料：厚生労働省 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川場村第６期障害福祉計画・第２障害児福祉計画 

（案） 

 

発 行 日  令和３年１月  

発   行  川 場 村 

  〒378-0101  

群馬県利根郡川場村大字谷地 2390-2 

TEL：0278-52-2111 FAX：0278-52-2333 

URL http://www.vill.kawaba.gunma.jp 

企画・編集  健康福祉課  

 

 


